




種 別 番 号 事           件           名 ページ 

認 定 ２ 令和２年度泉大津市水道事業会計決算認定の件 １３３ 

同 ３ 令和２年度泉大津市下水道事業会計決算認定の件 １３５ 

同 ４ 令和２年度泉大津市病院事業会計決算認定の件 １３７ 
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報告第１５号 

 

専 決 処 分 報 告 の 件 

 

 次の事件は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定に

より専決処分したので、同条第２項の規定により市議会に報告する。 

 

  令和３年９月８日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 

 

 

記 

  

専 決 番 号 ９ 

専 決 年 月 日 令和３年７月５日   

事 件 名 損害賠償の額の決定及び和解の件  
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専決第９号 

 

損害賠償の額の決定及び和解の件 

 

 生活保護の相談において正確を欠く説明を行った結果、相談者に不要な転居先住

居の賃貸料を支出させるに至った事案に係る損害賠償の額を定め、民法（明治２９

年法律第８９号）第６９５条の規定により和解する。 

 

  令和３年７月５日専決 

泉大津市長  南 出 賢 一 

 

 

記 

 

１ 損害賠償の額（和解金額） 

  別紙のとおり 

２ 相手方の住所氏名 

  ※※※※※※※※※※※※※※※ 

 ※ ※  ※ ※ 
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「別 紙」 

 

損 害 賠 償 の 額 （ 和 解 金 額 ） 

 

  

区   分 金   額 備   考 

― １８３，９５０円 賃貸料補償費 

計 １８３，９５０円  
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報告第１６号 

 

令和２年度泉大津埠頭株式会社経営報告の件 

 

令和２年度泉大津埠頭株式会社の経営状況（別冊）を地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第２４３条の３第２項の規定により、市議会に報告する。 

 

令和３年９月８日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 
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報告第１７号 

 

令和２年度泉大津市土地開発公社経営報告の件 

 

令和２年度泉大津市土地開発公社の経営状況（別冊）を地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定により、市議会に報告する。 

 

令和３年９月８日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 
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議案第３９号 

 

泉大津市情報通信技術を活用した行政の推進に関す

る条例制定の件 

 

泉大津市情報通信技術を活用した行政の推進に関する条例を別紙のとおり制定す

る。 

 

令和３年９月８日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 

 

 

理 由 

条例、規則等に基づく手続について、市民の利便性の向上並びに事務の簡素化及

び効率化を図ることを目的に、情報通信技術を利用した申請、届出等を可能とする

ため、本条例を制定する必要がある。 

これが、この条例を提出する理由である。 
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泉大津市条例第   号 

 

泉大津市情報通信技術を活用した行政の推進に関す

る条例（案） 

 

（目的） 

第１条 この条例は、情報通信技術を活用した行政の推進について、情報通信技術

を利用する方法により手続等を行うために必要となる事項を定めることにより、

手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図り、

もって市民生活の向上に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

⑴ 条例等 条例及び規則等（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８

条の４第２項に規定する規程及び地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）

第１０条に規定する企業管理規程を含む。以下同じ。）並びに地方自治法第２５

２条の１７の２第１項又は地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３

１年法律第１６２号）第５５条第１項の規定に基づき大阪府条例により本市が

処理することとされた事務に係る大阪府条例及び大阪府規則をいう。 

⑵ 市の機関等 次に掲げるものをいう。 

ア 市長その他の執行機関その他法律の規定に基づき市に置かれる機関又はこ

れらに置かれる機関 

イ アに掲げる機関の職員であって法令（法律及び法律に基づく命令をいう。）

又は条例等により独立に権限を行使することを認められたもの 

ウ 地方自治法第２４４条の２第３項に規定する指定管理者 

⑶ 書面等 書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図

形その他の人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他

の有体物をいう。 

⑷ 署名等 署名、記名、自署、連署、押印その他氏名又は名称を書面等に記載

することをいう。 
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⑸ 電磁的記録 電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に

供されるものをいう。 

⑹ 申請等 申請、届出その他の条例等の規定に基づき市の機関等に対して行わ

れる通知をいう。 

⑺ 処分通知等 処分（行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為をいう。）

の通知その他の条例等の規定に基づき市の機関等が行う通知（不特定の者に対

して行うものを除く。）をいう。 

⑻ 縦覧等 条例等の規定に基づき市の機関等が書面等又は電磁的記録に記録さ

れている事項を縦覧又は閲覧に供することをいう。 

⑼ 作成等 条例等の規定に基づき市の機関等が書面等又は電磁的記録を作成し、

又は保存することをいう。 

⑽ 手続等 申請等、処分通知等、縦覧等又は作成等をいう。 

（電子情報処理組織による申請等） 

第３条 申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の規定において書面等により

行うことその他のその方法が規定されているものについては、当該条例等の規定

にかかわらず、規則等で定めるところにより、規則等で定める電子情報処理組織

（市の機関等の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）とその手

続等の相手方の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理

組織をいう。以下同じ。）を使用する方法により行うことができる。 

２ 前項の電子情報処理組織を使用する方法により行われた申請等については、当

該申請等に関する他の条例等の規定に規定する方法により行われたものとみなし

て、当該条例等その他の当該申請等に関する条例等の規定を適用する。 

３ 第１項の電子情報処理組織を使用する方法により行われた申請等は、当該申請

等を受ける市の機関等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録が

された時に当該市の機関等に到達したものとみなす。 

４ 申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の規定において署名等をすること

が規定されているものを第１項の電子情報処理組織を使用する方法により行う場

合には、当該署名等については、当該条例等の規定にかかわらず、電子情報処理

組織を使用した個人番号カード（行政手続における特定の個人を識別するための
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番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第７項に規定する

個人番号カードをいう。第８条において同じ。）の利用その他の氏名又は名称を明

らかにする措置であって規則等で定めるものをもって代えることができる。 

５ 申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の規定において使用料及び手数料

の納付の方法が規定されているものを第１項の電子情報処理組織を使用する方法

により行う場合には、当該使用料及び手数料の納付については、当該条例等の規

定にかかわらず、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信技術を利用

する方法であって規則等で定めるものをもってすることができる。 

６ 申請等をする者について対面により本人確認をするべき事情がある場合、申請

等に係る書面等のうちにその原本を確認する必要があるものがある場合その他の

当該申請等のうちに第１項の電子情報処理組織を使用する方法により行うことが

困難又は著しく不適当と認められる部分がある場合として規則等で定める場合に

は、規則等で定めるところにより、当該申請等のうち当該部分以外の部分につき、

前各項の規定を適用する。この場合において、第２項中「行われた申請等」とあ

るのは、「行われた申請等（第６項の規定により前項の規定を適用する部分に限る。

以下この項から第５項までにおいて同じ。）」とする。 

（電子情報処理組織による処分通知等） 

第４条 処分通知等のうち当該処分通知等に関する他の条例等の規定において書面

等により行うことその他のその方法が規定されているものについては、当該条例

等の規定にかかわらず、規則等で定めるところにより、規則等で定める電子情報

処理組織を使用する方法により行うことができる。ただし、当該処分通知等を受

ける者が当該電子情報処理組織を使用する方法により受ける旨の規則等で定める

方式による表示をする場合に限る。 

２ 前項の電子情報処理組織を使用する方法により行われた処分通知等については、

当該処分通知等に関する他の条例等の規定に規定する方法により行われたものと

みなして、当該条例等その他の当該処分通知等に関する条例等の規定を適用する。 

３ 第１項の電子情報処理組織を使用する方法により行われた処分通知等は、当該

処分通知等を受ける者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録が

された時に当該処分通知等を受ける者に到達したものとみなす。 

４ 処分通知等のうち当該処分通知等に関する他の条例等の規定において署名等を
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することが規定されているものを第１項の電子情報処理組織を使用する方法によ

り行う場合には、当該署名等については、当該条例等の規定にかかわらず、氏名

又は名称を明らかにする措置であって規則等で定めるものをもって代えることが

できる。 

５ 処分通知等を受ける者について対面により本人確認をするべき事情がある場合、

処分通知等に係る書面等のうちにその原本を交付する必要があるものがある場合

その他の当該処分通知等のうちに第１項の電子情報処理組織を使用する方法によ

り行うことが困難又は著しく不適当と認められる部分がある場合として規則等で

定める場合には、規則等で定めるところにより、当該処分通知等のうち当該部分

以外の部分につき、前各項の規定を適用する。この場合において、第２項中「行

われた処分通知等」とあるのは、「行われた処分通知等（第５項の規定により前項

の規定を適用する部分に限る。以下この項から第４項までにおいて同じ。）」とす

る。 

（電磁的記録による縦覧等） 

第５条 縦覧等のうち当該縦覧等に関する他の条例等の規定において書面等により

行うことが規定されているもの（申請等に基づくものを除く。）については、当該

条例等の規定にかかわらず、規則等で定めるところにより、当該書面等に係る電

磁的記録に記録されている事項又は当該事項を記載した書類により行うことがで

きる。 

２ 前項の電磁的記録に記録されている事項又は書類により行われた縦覧等につい

ては、当該縦覧等に関する他の条例等の規定により書面等により行われたものと

みなして、当該条例等その他の当該縦覧等に関する条例等の規定を適用する。 

（電磁的記録による作成等） 

第６条 作成等のうち当該作成等に関する他の条例等の規定において書面等により

行うことが規定されているものについては、当該条例等の規定にかかわらず、規

則等で定めるところにより、当該書面等に係る電磁的記録により行うことができ

る。 

２ 前項の電磁的記録により行われた作成等については、当該作成等に関する他の

条例等の規定により書面等により行われたものとみなして、当該条例等その他の

当該作成等に関する条例等の規定を適用する。 
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３ 作成等のうち当該作成等に関する他の条例等の規定において署名等をすること

が規定されているものを第１項の電磁的記録により行う場合には、当該署名等に

ついては、当該条例等の規定にかかわらず、氏名又は名称を明らかにする措置で

あって規則等で定めるものをもって代えることができる。 

（手続等における情報通信技術の利用に関する規定の適用除外） 

第７条 次に掲げる手続等については、第３条から前条までの規定は、適用しない。 

⑴ 手続等のうち、申請等に係る事項に虚偽がないかどうかを対面により確認す

る必要があること、許可証その他の処分通知等に係る書面等を事業所に備え付

ける必要があることその他の事由により当該手続等を電子情報処理組織を使用

する方法その他の情報通信技術を利用する方法により行うことが適当でないも

のとして規則等で定めるもの 

⑵ 手続等のうち当該手続等に関する他の条例等の規定において電子情報処理組

織を使用する方法その他の情報通信技術を利用する方法により行うことが規定

されているもの（第３条第１項、第４条第１項、第５条第１項又は前条第１項

の規定に基づき行うことが規定されているものを除く。） 

（添付書面等の省略） 

第８条 申請等をする者に係る住民票の写しその他の規則等で定める書面等であっ

て当該申請等に関する他の条例等の規定において当該申請等に際し添付すること

が規定されているものについては、当該条例等の規定にかかわらず、市の機関等

が、当該申請等をする者が行う電子情報処理組織を使用した個人番号カードの利

用その他の措置であって当該書面等の区分に応じ規則等で定めるものにより、直

接に、又は電子情報処理組織を使用して、当該書面等により確認すべき事項に係

る情報を入手し、又は参照することができる場合には、添付することを要しない。 

（情報通信技術を活用した行政の推進に関する状況の公表） 

第９条 市長は、電子情報処理組織を使用する方法により行うことができる市の機

関等に係る申請等及び処分通知等その他この条例の規定による情報通信技術を活

用した行政の推進に関する状況について、インターネットの利用その他の方法に

より随時公表するものとする。 

（委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規
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則等で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（泉大津市行政手続条例の一部改正） 

２ 泉大津市行政手続条例（平成１０年泉大津市条例第１２号）の一部を次のよう

に改正する。 

第８条第１項ただし書中「添付書類」の次に「その他の申請内容」を加える。 

第３３条第４項第２号中「含む。）」の次に「又は電磁的記録（電子的方式、磁

気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録

であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）」を加える。 
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（参 考） 

 

泉大津市情報通信技術を活用した行政の推進に関す

る条例（案）要綱 

 

本条例（案）は、条例、規則等に基づく手続について、市民の利便性の向上並び

に事務の簡素化及び効率化を図ることを目的に、情報通信技術を利用した申請、届

出等を可能とするため、条例を制定するものであること。 

１ 目的 

情報通信技術を活用した行政の推進について、情報通信技術を利用する方法に

より手続等を行うために必要となる事項を定めることにより、手続等に係る関係

者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図り、もって市民生活の

向上に寄与することを目的とするものであること。（第１条） 

２ 定義 

用語の意義は、次のとおりとするものであること。（第２条） 

⑴ 条例等 条例及び規則等（地方自治法第１３８条の４第２項に規定する規程

及び地方公営企業法第１０条に規定する企業管理規程を含む。以下同じ。）並び

に地方自治法第２５２条の１７の２第１項又は地方教育行政の組織及び運営に

関する法律第５５条第１項の規定に基づき大阪府条例により本市が処理するこ

ととされた事務に係る大阪府条例及び大阪府規則をいう。 

⑵ 市の機関等 次に掲げるものをいう。 

ア 市長その他の執行機関その他法律の規定に基づき市に置かれる機関又はこ

れらに置かれる機関 

イ アに掲げる機関の職員であって法令（法律及び法律に基づく命令をいう。）

又は条例等により独立に権限を行使することを認められたもの 

ウ 地方自治法第２４４条の２第３項に規定する指定管理者 

⑶ 書面等 書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図

形その他の人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他

の有体物をいう。 

⑷ 署名等 署名、記名、自署、連署、押印その他氏名又は名称を書面等に記載
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することをいう。 

⑸ 電磁的記録 電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に

供されるものをいう。 

⑹ 申請等 申請、届出その他の条例等の規定に基づき市の機関等に対して行わ

れる通知をいう。 

⑺ 処分通知等 処分（行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為をいう。）

の通知その他の条例等の規定に基づき市の機関等が行う通知（不特定の者に対

して行うものを除く。）をいう。 

⑻ 縦覧等 条例等の規定に基づき市の機関等が書面等又は電磁的記録に記録さ

れている事項を縦覧又は閲覧に供することをいう。 

⑼ 作成等 条例等の規定に基づき市の機関等が書面等又は電磁的記録を作成し、

又は保存することをいう。 

⑽ 手続等 申請等、処分通知等、縦覧等又は作成等をいう。 

３ 電子情報処理組織による申請等 

⑴ 申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の規定において書面等により行

うことその他のその方法が規定されているものについては、当該条例等の規定

にかかわらず、規則等で定めるところにより、規則等で定める電子情報処理組

織（市の機関等の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）とそ

の手続等の相手方の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情

報処理組織をいう。以下同じ。）を使用する方法により行うことができるもので

あること。（第３条第１項） 

⑵ ⑴の電子情報処理組織を使用する方法により行われた申請等については、当

該申請等に関する他の条例等の規定に規定する方法により行われたものとみな

して、当該条例等その他の当該申請等に関する条例等の規定を適用するもので

あること。（第３条第２項） 

⑶ ⑴の電子情報処理組織を使用する方法により行われた申請等は、当該申請等

を受ける市の機関等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録が

された時に当該市の機関等に到達したものとみなすものであること。（第３条

第３項） 
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⑷ 申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の規定において署名等をするこ

とが規定されているものを⑴の電子情報処理組織を使用する方法により行う場

合には、当該署名等については、当該条例等の規定にかかわらず、電子情報処

理組織を使用した個人番号カード（行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律第２条第７項に規定する個人番号カードをいう。

８において同じ。）の利用その他の氏名又は名称を明らかにする措置であって

規則等で定めるものをもって代えることができるものであること。（第３条第

４項） 

⑸ 申請等のうち当該申請等に関する他の条例等の規定において使用料及び手数

料の納付の方法が規定されているものを⑴の電子情報処理組織を使用する方法

により行う場合には、当該使用料及び手数料の納付については、当該条例等の

規定にかかわらず、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信技術を

利用する方法であって規則等で定めるものをもってすることができるものであ

ること。（第３条第５項） 

⑹ 申請等をする者について対面により本人確認をするべき事情がある場合、申

請等に係る書面等のうちにその原本を確認する必要があるものがある場合その

他の当該申請等のうちに⑴の電子情報処理組織を使用する方法により行うこと

が困難又は著しく不適当と認められる部分がある場合として規則等で定める場

合には、規則等で定めるところにより、当該申請等のうち当該部分以外の部分

につき、⑴から⑸までの規定を適用する。この場合において、⑵中「行われた

申請等」とあるのは、「行われた申請等（⑹の規定により⑴の規定を適用する部

分に限る。以下⑵から⑸までにおいて同じ。）」とするものであること。（第３条

第６項） 

４ 電子情報処理組織による処分通知等 

⑴ 処分通知等のうち当該処分通知等に関する他の条例等の規定において書面等

により行うことその他のその方法が規定されているものについては、当該条例

等の規定にかかわらず、規則等で定めるところにより、規則等で定める電子情

報処理組織を使用する方法により行うことができる。ただし、当該処分通知等

を受ける者が当該電子情報処理組織を使用する方法により受ける旨の規則等で

定める方式による表示をする場合に限るものであること。（第４条第１項） 
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⑵ ⑴の電子情報処理組織を使用する方法により行われた処分通知等については、

当該処分通知等に関する他の条例等の規定に規定する方法により行われたもの

とみなして、当該条例等その他の当該処分通知等に関する条例等の規定を適用

するものであること。（第４条第２項） 

⑶ ⑴の電子情報処理組織を使用する方法により行われた処分通知等は、当該処

分通知等を受ける者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録が

された時に当該処分通知等を受ける者に到達したものとみなすものであること。

（第４条第３項） 

⑷ 処分通知等のうち当該処分通知等に関する他の条例等の規定において署名等

をすることが規定されているものを⑴の電子情報処理組織を使用する方法によ

り行う場合には、当該署名等については、当該条例等の規定にかかわらず、氏

名又は名称を明らかにする措置であって規則等で定めるものをもって代えるこ

とができるものであること。（第４条第４項） 

⑸ 処分通知等を受ける者について対面により本人確認をするべき事情がある場

合、処分通知等に係る書面等のうちにその原本を交付する必要があるものがあ

る場合その他の当該処分通知等のうちに⑴の電子情報処理組織を使用する方法

により行うことが困難又は著しく不適当と認められる部分がある場合として規

則等で定める場合には、規則等で定めるところにより、当該処分通知等のうち

当該部分以外の部分につき、⑴から⑷までの規定を適用する。この場合におい

て、⑵中「行われた処分通知等」とあるのは、「行われた処分通知等（⑸の規定

により⑴の規定を適用する部分に限る。以下⑵から⑷までにおいて同じ。）」と

するものであること。（第４条第５項） 

５ 電磁的記録による縦覧等 

⑴ 縦覧等のうち当該縦覧等に関する他の条例等の規定において書面等により行

うことが規定されているもの（申請等に基づくものを除く。）については、当該

条例等の規定にかかわらず、規則等で定めるところにより、当該書面等に係る

電磁的記録に記録されている事項又は当該事項を記載した書類により行うこと

ができるものであること。（第５条第１項） 

⑵ ⑴の電磁的記録に記録されている事項又は書類により行われた縦覧等につい

ては、当該縦覧等に関する他の条例等の規定により書面等により行われたもの
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とみなして、当該条例等その他の当該縦覧等に関する条例等の規定を適用する

ものであること。（第５条第２項） 

６ 電磁的記録による作成等 

⑴ 作成等のうち当該作成等に関する他の条例等の規定において書面等により行

うことが規定されているものについては、当該条例等の規定にかかわらず、規

則等で定めるところにより、当該書面等に係る電磁的記録により行うことがで

きるものであること。（第６条第１項） 

⑵ ⑴の電磁的記録により行われた作成等については、当該作成等に関する他の

条例等の規定により書面等により行われたものとみなして、当該条例等その他

の当該作成等に関する条例等の規定を適用するものであること。（第６条第２

項） 

⑶ 作成等のうち当該作成等に関する他の条例等の規定において署名等をするこ

とが規定されているものを⑴の電磁的記録により行う場合には、当該署名等に

ついては、当該条例等の規定にかかわらず、氏名又は名称を明らかにする措置

であって規則等で定めるものをもって代えることができるものであること。（第

６条第３項） 

７ 手続等における情報通信技術の利用に関する規定の適用除外 

  次に掲げる手続等については、３から６までの規定は、適用しないものである

こと。（第７条） 

⑴ 手続等のうち、申請等に係る事項に虚偽がないかどうかを対面により確認す

る必要があること、許可証その他の処分通知等に係る書面等を事業所に備え付

ける必要があることその他の事由により当該手続等を電子情報処理組織を使用

する方法その他の情報通信技術を利用する方法により行うことが適当でないも

のとして規則等で定めるもの 

⑵ 手続等のうち当該手続等に関する他の条例等の規定において電子情報処理組

織を使用する方法その他の情報通信技術を利用する方法により行うことが規定

されているもの（３⑴、４⑴、５⑴又は６⑴の規定に基づき行うことが規定さ

れているものを除く。） 

８ 添付書面等の省略 

  申請等をする者に係る住民票の写しその他の規則等で定める書面等であって当
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該申請等に関する他の条例等の規定において当該申請等に際し添付することが規

定されているものについては、当該条例等の規定にかかわらず、市の機関等が、

当該申請等をする者が行う電子情報処理組織を使用した個人番号カードの利用そ

の他の措置であって当該書面等の区分に応じ規則等で定めるものにより、直接に、

又は電子情報処理組織を使用して、当該書面等により確認すべき事項に係る情報

を入手し、又は参照することができる場合には、添付することを要しないもので

あること。（第８条） 

９ 情報通信技術を活用した行政の推進に関する状況の公表 

  市長は、電子情報処理組織を使用する方法により行うことができる市の機関等

に係る申請等及び処分通知等その他この条例（案）の規定による情報通信技術を

活用した行政の推進に関する状況について、インターネットの利用その他の方法

により随時公表するものとするものであること。（第９条） 

１０ 委任 

  この条例（案）に定めるもののほか、この条例（案）の施行に関し必要な事項

は、規則等で定めるものであること。（第１０条） 

１１ 附則に関する事項 

⑴ 施行期日 

   この条例（案）は、公布の日から施行するものであること。（附則第１項） 

⑵ 泉大津市行政手続条例の一部改正 

泉大津市行政手続条例第８条第１項ただし書中「添付書類」の次に「その他

の申請内容」を加え、第３３条第４項第２号中「含む。）」の次に「又は電磁的

記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができ

ない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供される

ものをいう。）」を加えるものであること。（附則第２項） 
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議案第４０号 

 

泉大津市立児童発達支援センター条例制定の件 

 

  泉大津市立児童発達支援センター条例を別紙のとおり制定する。 

 

  令和３年９月８日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 

 

 

理 由 

 障害児及び障害の疑いがある児童に必要な支援を行うことを目的に、本市に児童

福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第４３条第１号に規定する福祉型児童発達支

援センターを設置するため、本条例を制定する必要がある。 

これが、この条例案を提出する理由である。 
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泉大津市条例第   号 

 

泉大津市立児童発達支援センター条例（案） 

 

（設置） 

第１条 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第４３条第

１号に掲げる福祉型児童発達支援センターとして、障害児の日常生活における基

本的な動作の習得、自立のために必要な知識及び技能の習得並びに集団生活への

適応を支援するとともに、障害児及び障害の疑いのある児童に係る相談を実施す

るため、泉大津市立児童発達支援センター（以下「センター」という。）を設置す

る。 

（名称及び位置） 

第２条 センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

⑴ 名称 泉大津市立児童発達支援センター 

⑵ 位置 泉大津市高津町３番１９号 

（事業） 

第３条 センターは、次に掲げる事業を行う。 

⑴ 法第６条の２の２第２項に規定する児童発達支援を行う事業 

⑵ 法第６条の２の２第６項に規定する保育所等訪問支援を行う事業 

⑶ 法第６条の２の２第７項に規定する障害児相談支援を行う事業 

⑷ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年

法律第１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）第５条第１８項に規定す

る障害児に係る計画相談支援を行う事業 

⑸ 障害者総合支援法第５条第１９項に規定する障害児に係る基本相談支援を行

う事業 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、センターの設置目的を達成するため市長が適当

と認める事業 

（利用者の範囲) 

第４条 センターを利用することができる者（以下「利用者」という。）は、次の各

号のいずれかに該当する者とする。 
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⑴ 法第２１条の５の５第１項の規定による障害児通所給付費等の支給の決定に

係る児童 

⑵ 法第２１条の６の規定による措置を受けた児童 

⑶ 法第２４条の２６第１項に規定する障害児相談支援対象保護者 

⑷ 障害者総合支援法第５１条の１７第１項に規定する計画相談支援対象障害者

等（１８歳未満の者に限る。）の保護者  

⑸ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める者 

（利用の制限） 

第５条 市長は、利用者が次の各号のいずれかに該当するときは、利用を拒むこと

ができる。 

⑴ 感染症にり患しているとき。 

⑵ 公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがあると認められるとき。 

⑶ センターの建物、設備又は備品を損傷するおそれがあると認められるとき。 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、市長が不適当と認めるとき。 

（使用料の納付） 

第６条 利用者は、次の各号に掲げる区分に応じた額の使用料を納付しなければな

らない。 

 ⑴ 児童発達支援 法第２１条の５の３第２項第１号に規定する厚生労働大臣が

定める基準により算定した費用の額及び同条第１項に規定する通所特定費用

（以下「通所特定費用」という。）の合計額 

 ⑵ 保育所等訪問支援 法第２１条の５の３第２項第１号に規定する厚生労働大

臣が定める基準により算定した費用の額 

 ⑶ 障害児相談支援 法第２４条の２６第２項に規定する厚生労働大臣が定める

基準により算定した費用の額 

 ⑷ 計画相談支援 障害者総合支援法第５１条の１７第２項に規定する厚生労働

大臣が定める基準により算定した費用の額 

２ 前項に掲げるもののほか、センターで行う事業に係る使用料は、法令の規定に

基づき厚生労働大臣が定める基準により算定した額及び通所特定費用の合計額と

する。 

（損害賠償の義務） 
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第７条 利用者は、センターの建物、設備又は備品を汚損し、損傷し、又は滅失し

たときは、これを現状に復し、又はその損害を賠償しなければならない。ただし、

市長がやむを得ない事由があると認めたときは、この限りでない。 

（指定管理者による管理） 

第８条 市長は、センターの設置目的を効果的に達成するために必要があると認め

るときは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定

により指定するもの（以下「指定管理者」という。）にセンターの管理を行わせる

ことができる。 

（指定管理者に行わせる業務の範囲） 

第９条 前条の規定により指定管理者にセンターの管理を行わせる場合におけるそ

の業務の範囲は、次のとおりとする。 

⑴ センターの運営に関する業務 

⑵ 第３条の事業に関する業務 

⑶ センターの施設、附属設備その他器具備品等の維持管理に関する業務 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、センターの管理上、市長が必要と認める業務 

（利用料金等） 

第１０条 市長は、指定管理者にセンターの管理を行わせる場合は、センターの利

用に係る料金（以下「利用料金」という。）を指定管理者の収入として収受させる

ことができる。 

２ 前項の規定により利用料金を指定管理者に収受させる場合においては、第６条

の規定にかかわらず、利用者は、指定管理者に利用料金を支払わなければならな

い。 

３ 利用料金の額は、第３条各号に掲げる事業に応じ、第６条に定める使用料の範

囲内で、あらかじめ市長の承認を得て、指定管理者が定めるものとする。 

（指定管理者が行う管理の基準） 

第１１条 指定管理者がセンターの管理を行う場合において、指定管理者は、関係

法令及び条例の定めるところに従い、適正にセンターの管理を行わなければなら

ない。 

（指定管理者による管理の場合の読替え） 

第１２条 第８条の規定に基づき指定管理者にセンターの管理を行わせる場合にお
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いては、第５条中「市長」とあるのは、「指定管理者」とする。 

（委任） 

第１３条 この条例の施行に関して必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、規則で定める日から施行する。 

（準備行為） 

２ 第８条に規定する指定管理者の指定に関し必要な行為その他この条例の施行に

必要な準備行為は、この条例の施行の日前においても行うことができる。 

（泉大津市議会の議決に付すべき重要な公の施設の廃止又は長期かつ独占的な利用

をさせることに関する条例の一部改正） 

３ 泉大津市議会の議決に付すべき重要な公の施設の廃止又は長期かつ独占的な利

用をさせることに関する条例（昭和３９年泉大津市条例第１８号）の一部を次の

ように改正する。 

  第３条に次の１号を加える。 

  (23) 泉大津市立児童発達支援センター 

 

－ 32 －



（参 考） 

 

泉大津市立児童発達支援センター条例（案）要綱 

 

本条例（案）は、障害児及び障害の疑いがある児童に必要な支援を行うことを

目的に、本市に児童福祉法（以下「法」という。）第４３条第１号に規定する福祉

型児童発達支援センターを設置するため、条例を制定するものであること。 

１ 設置 

  法第４３条第１号に掲げる福祉型児童発達支援センターとして、障害児の日常

生活における基本的な動作の習得、自立のために必要な知識及び技能の習得並び

に集団生活への適応を支援するとともに、障害児及び障害の疑いのある児童に係

る相談を実施するため、泉大津市立児童発達支援センター（以下「センター」と

いう。）を設置するものであること。（第１条） 

２ 名称及び位置 

センターの名称及び位置は、次のとおりとするものであること。（第２条） 

⑴ 名称 泉大津市立児童発達支援センター 

⑵ 位置 泉大津市高津町３番１９号 

３ 事業 

  センターは、次に掲げる事業を行うものであること。（第３条） 

⑴ 法第６条の２の２第２項に規定する児童発達支援を行う事業 

⑵ 法第６条の２の２第６項に規定する保育所等訪問支援を行う事業 

⑶ 法第６条の２の２第７項に規定する障害児相談支援を行う事業 

⑷ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「障害

者総合支援法」という。）第５条第１８項に規定する障害児に係る計画相談支援

を行う事業 

⑸ 障害者総合支援法第５条第１９項に規定する障害児に係る基本相談支援を行

う事業 

⑹ ⑴から⑸までに掲げるもののほか、センターの設置目的を達成するため市長

が適当と認める事業 

４ 利用者の範囲 
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 センターを利用することができる者（以下「利用者」という。）は、次の⑴から

⑸までのいずれかに該当する者とするものであること。（第４条） 

⑴ 法第２１条の５の５第１項の規定による障害児通所給付費等の支給の決定に

係る児童 

⑵ 法第２１条の６の規定による措置を受けた児童 

⑶ 法第２４条の２６第１項に規定する障害児相談支援対象保護者 

⑷ 障害者総合支援法第５１条の１７第１項に規定する計画相談支援対象障害者

等（１８歳未満の者に限る。）の保護者  

⑸ ⑴から⑷までに掲げるもののほか、市長が必要と認める者 

５ 利用の制限 

市長は、利用者が次の⑴から⑷までのいずれかに該当するときは、利用を拒む

ことができるものであること。（第５条） 

⑴ 感染症にり患しているとき。 

⑵ 公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがあると認められるとき。 

⑶ センターの建物、設備又は備品を損傷するおそれがあると認められるとき。 

⑷ ⑴から⑶までに掲げるもののほか、市長が不適当と認めるとき。 

６ 使用料の納付 

 ⑴ 利用者は、次のアからエまでに掲げる区分に応じた額の使用料を納付しなけ

ればならないものであること。（第６条第１項） 

  ア 児童発達支援 法第２１条の５の３第２項第１号に規定する厚生労働大臣

が定める基準により算定した費用の額及び同条第１項に規定する通所特定費

用（以下「通所特定費用」という。）の合計額 

  イ 保育所等訪問支援 法第２１条の５の３第２項第１号に規定する厚生労働

大臣が定める基準により算定した費用の額 

  ウ 障害児相談支援 法第２４条の２６第２項に規定する厚生労働大臣が定め

る基準により算定した費用の額 

  エ 計画相談支援 障害者総合支援法第５１条の１７第２項に規定する厚生労

働大臣が定める基準により算定した費用の額 

 ⑵ ⑴に掲げるもののほか、センターで行う事業に係る使用料は、法令の規定に

基づき厚生労働大臣が定める基準により算定した額及び通所特定費用の合計額
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とするものであること。（第６条第２項） 

７ 損害賠償の義務 

利用者は、センターの建物、設備又は備品を汚損し、損傷し、又は滅失したと

きは、これを現状に復し、又はその損害を賠償しなければならないものであるこ

と。ただし、市長がやむを得ない事由があると認めたときは、この限りでないも

のであること。（第７条） 

８ 指定管理者による管理 

市長は、センターの設置目的を効果的に達成するために必要があると認めると

きは、地方自治法第２４４条の２第３項の規定により指定するもの（以下「指定

管理者」という。）にセンターの管理を行わせることができるものであること。（第

８条） 

９ 指定管理者に行わせる業務の範囲 

 ８の規定により指定管理者にセンターの管理を行わせる場合におけるその業務

の範囲は、次のとおりとするものであること。（第９条） 

⑴ センターの運営に関する業務 

⑵ ３の事業に関する業務 

⑶ センターの施設、附属設備その他器具備品等の維持管理に関する業務 

⑷ ⑴から⑶までに掲げるもののほか、センターの管理上、市長が必要と認める

業務 

１０ 利用料金等 

 ⑴ 市長は、指定管理者にセンターの管理を行わせる場合は、センターの利用に

係る料金（以下「利用料金」という。）を指定管理者の収入として収受させるこ

とができるものであること。（第１０条第１項） 

 ⑵ ⑴の規定により利用料金を指定管理者に収受させる場合においては、６の規

定にかかわらず、利用者は、指定管理者に利用料金を支払わなければならない

ものであること。（第１０条第２項） 

 ⑶ 利用料金の額は、３に掲げる事業に応じ、６に定める使用料の範囲内で、あ

らかじめ市長の承認を得て、指定管理者が定めるものとするものであること。

（第１０条第３項） 

１１ 指定管理者が行う管理の基準 
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指定管理者がセンターの管理を行う場合において、指定管理者は、関係法令及

び条例の定めるところに従い、適正にセンターの管理を行わなければならないも

のであること。（第１１条） 

１２ 指定管理者による管理の場合の読替え 

８の規定に基づき指定管理者にセンターの管理を行わせる場合においては、５

中「市長」とあるのは、「指定管理者」とするものであること。（第１２条） 

１３ 委任 

 この条例（案）の施行に関して必要な事項は、市長が別に定めるものであるこ

と。（第１３条） 

１４ 附則に関する事項 

⑴ 施行期日 

 この条例（案）は、規則で定める日から施行するものであること。（附則第１

項） 

⑵ 準備行為 

８に規定する指定管理者の指定に関し必要な行為その他この条例（案）の施

行に必要な準備行為は、この条例（案）の施行の日前においても行うことがで

きるものであること。（附則第２項） 

⑶ 泉大津市議会の議決に付すべき重要な公の施設の廃止又は長期かつ独占的な

利用をさせることに関する条例の一部改正 

泉大津市議会の議決に付すべき重要な公の施設の廃止又は長期かつ独占的な

利用をさせることに関する条例第３条に泉大津市立児童発達支援センターを加

えるものであること。（附則第３項） 
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議案第４１号 

 

泉大津市行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の

利用及び特定個人情報の提供に関する条例及び泉大

津市個人情報保護条例の一部改正の件 

 

泉大津市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例及び泉大津市個人

情報保護条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 

令和３年９月８日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 

 

 

理 由 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成

２５年法律第２７号）が改正されたことに伴う引用法の条項ずれ等について、規定

の整備を行う必要がある。 

これが、この条例案を提出する理由である。 
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泉大津市条例第   号 

 

泉大津市行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の

利用及び特定個人情報の提供に関する条例及び泉大

津市個人情報保護条例の一部を改正する条例（案） 

 

（泉大津市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部改正） 

第１条 泉大津市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２

７年泉大津市条例第２５号）の一部を次のように改正する。 

第１条及び第５条第１項中「第１９条第１０号」を「第１９条第１１号」に改

める。 

（泉大津市個人情報保護条例の一部改正） 

第２条 泉大津市個人情報保護条例（平成１０年泉大津市条例第１１号）の一部を

次のように改正する。 

第２５条第３項中「総務大臣」を「内閣総理大臣」に、「第１９条第７号」を「第

１９条第８号」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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（参 考） 

 

泉大津市行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の

利用及び特定個人情報の提供に関する条例及び泉大

津市個人情報保護条例新旧対照表 

 

第１ 泉大津市行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報

の提供に関する条例新旧対照表（第１条関係） 

改  正  案 現     行 

（趣旨） 

第１条 この条例は、行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律（平成２５年

法律第２７号。以下「法」という。）

第９条第２項に基づく個人番号の利

用及び法第１９条第１１号に基づく

特定個人情報の提供に関し必要な事

項を定めるものとする。 

（特定個人情報の提供） 

第５条 法第１９条第１１号の条例で

定める特定個人情報を提供すること

ができる場合は、別表第３の照会機

関の欄に掲げる機関が、同表の提供

機関の欄に掲げる機関に対し、同表

の事務の欄に掲げる事務を処理する

ために必要な同表の特定個人情報の

欄に掲げる特定個人情報の提供を求

（趣旨） 

第１条 この条例は、行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律（平成２５年

法律第２７号。以下「法」という。）

第９条第２項に基づく個人番号の利

用及び法第１９条第１０号に基づく

特定個人情報の提供に関し必要な事

項を定めるものとする。 

（特定個人情報の提供） 

第５条 法第１９条第１０号の条例で

定める特定個人情報を提供すること

ができる場合は、別表第３の照会機

関の欄に掲げる機関が、同表の提供

機関の欄に掲げる機関に対し、同表

の事務の欄に掲げる事務を処理する

ために必要な同表の特定個人情報の

欄に掲げる特定個人情報の提供を求
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改  正  案 現     行 

めた場合において、同表の提供機関

の欄に掲げる機関が当該特定個人情

報を提供するときとする。 

２ （略） 

めた場合において、同表の提供機関

の欄に掲げる機関が当該特定個人情

報を提供するときとする。 

２ （略） 

 

第２ 泉大津市個人情報保護条例新旧対照表（第２条関係） 

改  正  案 現     行 

（訂正等の請求に対する決定等） 

第２５条 実施機関は、訂正等の請求

があったときは、訂正等請求書を受

理した日から起算して３０日以内

に、必要な調査を行い、訂正等の請

求に係る個人情報の訂正又は利用停

止をするか否かの決定を行わなけれ

ばならない。 

２ 実施機関は、前項の規定により訂

正等の請求に係る個人情報の全部又

は一部について訂正又は利用停止を

する旨の決定を行ったときは、速や

かに、訂正又は利用停止を行った

上、訂正等の請求をした者に対し、

書面により、その旨を通知しなけれ

ばならない。 

３ 前項の場合において、必要がある

と認めるときは、実施機関は、訂正

に係る個人情報等の提供先（情報提

供等記録にあっては、内閣総理大臣

（訂正等の請求に対する決定等） 

第２５条 実施機関は、訂正等の請求

があったときは、訂正等請求書を受

理した日から起算して３０日以内

に、必要な調査を行い、訂正等の請

求に係る個人情報の訂正又は利用停

止をするか否かの決定を行わなけれ

ばならない。 

２ 実施機関は、前項の規定により訂

正等の請求に係る個人情報の全部又

は一部について訂正又は利用停止を

する旨の決定を行ったときは、速や

かに、訂正又は利用停止を行った

上、訂正等の請求をした者に対し、

書面により、その旨を通知しなけれ

ばならない。 

３ 前項の場合において、必要がある

と認めるときは、実施機関は、訂正

に係る個人情報等の提供先（情報提

供等記録にあっては、総務大臣及び
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改  正  案 現     行 

及び番号法第１９条第８号に規定す

る情報照会者又は情報提供者（当該

訂正に係る情報提供等記録に記録さ

れた者であって、当該実施機関以外

のものに限る。））に対し、速やか

に、書面によりその旨を通知しなけ

ればならない。 

４及び５ （略） 

番号法第１９条第７号に規定する情

報照会者又は情報提供者（当該訂正

に係る情報提供等記録に記録された

者であって、当該実施機関以外のも

のに限る。））に対し、速やかに、

書面によりその旨を通知しなければ

ならない。 

４及び５ （略） 
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議案第４２号 

 

泉大津市セーフコミュニティ基金条例の一部改正の件 

 

泉大津市セーフコミュニティ基金条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定

する。 

 

令和３年９月８日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 

 

 

理 由 

セーフコミュニティの認証が令和３年１０月２８日をもって期限を迎えることに

伴い、「セーフコミュニティ」の名称が使用できなくなるため、セーフコミュニティ

基金についての名称変更を行うとともに所要の改正を行うものである。 

これが、この条例案を提出する理由である。 
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泉大津市条例第   号 

 

泉大津市セーフコミュニティ基金条例の一部を改正

する条例（案） 

 

泉大津市セーフコミュニティ基金条例（平成２６年泉大津市条例第２２号）の一

部を次のように改正する。 

 題名を次のように改める。 

   泉大津市安全・安心なまちづくり連携活動基金条例 

 第１条を次のように改める。 

（設置） 

第１条 泉大津市の安全・安心に係る活動を市民と連携し、推進することを目的と

して、泉大津市安全・安心なまちづくり連携活動基金（以下「基金」という。）を

設置する。 

附 則 

この条例は、令和３年１０月２９日から施行する。 
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（参 考） 

 

泉大津市セーフコミュニティ基金条例新旧対照表 

 

改  正  案 現     行 

泉大津市安全・安心なま

ちづくり連携活動基金条

例 

（設置） 

第１条 泉大津市の安全・安心に係る

活動を市民と連携し、推進すること

を目的として、泉大津市安全・安心

なまちづくり連携活動基金（以下

「基金」という。）を設置する。 

泉大津市セーフコミュニ

ティ基金条例 

 

（設置） 

第１条 世界保健機関（ＷＨＯ）地域

安全向上推進協働センターの推奨す

るセーフコミュニティ活動を推進す

ることを目的として、泉大津市セー

フコミュニティ基金（以下「基金」

という。）を設置する。 
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議案第４３号 

 

泉 大 津 市 市 税 条 例 の 一 部 改 正 の 件 

 

 泉大津市市税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 

令和３年９月８日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 

 

 

理 由 

 地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号）の公布に伴い、個人市

民税における医療費控除の特例について所要の改正を行うものである。 

 これが、この条例案を提出する理由である。 
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泉大津市条例第   号 

 

泉大津市市税条例の一部を改正する条例（案） 

 

泉大津市市税条例（昭和３９年泉大津市条例第１０号）の一部を次のように改正 

する。 

 附則第８条の３中「令和４年度」を「令和９年度」に改める。 

附 則 

この条例は、令和４年１月１日から施行する。 
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（参 考） 

 

泉大津市市税条例の一部を改正する条例（案）要綱 

 

本条例（案）は、地方税法等の一部を改正する法律の公布に伴い、個人市民税に

おける医療費控除の特例について所要の改正を行うものであること。 

１ 改正の内容 

特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の個人市民税における医療費控除の

特例（セルフメディケーション税制）について、その控除適用期間を５年間延長

し、令和９年度までとするものであること。（附則第８条の３関係） 

２ 施行期日 

この条例（案）は、令和４年１月１日から施行するものであること。 

－ 50 －



泉 大 津 市 市 税 条 例 新 旧 対 照 表 

 

改  正  案 現     行 

   附 則 

（特定一般用医薬品等購入費を支払っ

た場合の医療費控除の特例） 

第８条の３ 平成３０年度から令和９

年度までの各年度分の個人の市民税

に限り、法附則第４条の４第３項の

規定に該当する場合における第１３

条の規定による控除については、そ

の者の選択により、同条中「同条第

１項」とあるのは「同条第１項（第

２号を除く。）」と、「まで」とあるの

は「まで並びに法附則第４条の４第

３項の規定により読み替えて適用さ

れる法第３１４条の２第１項（第２

号に係る部分に限る。）」として、同

条の規定を適用することができる。 

   附 則 

（特定一般用医薬品等購入費を支払っ

た場合の医療費控除の特例） 

第８条の３ 平成３０年度から令和４

年度までの各年度分の個人の市民税

に限り、法附則第４条の４第３項の

規定に該当する場合における第１３

条の規定による控除については、そ

の者の選択により、同条中「同条第

１項」とあるのは「同条第１項（第

２号を除く。）」と、「まで」とあるの

は「まで並びに法附則第４条の４第

３項の規定により読み替えて適用さ

れる法第３１４条の２第１項（第２

号に係る部分に限る。）」として、同

条の規定を適用することができる。 
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議案第４４号 

 

泉大津市手数料条例の一部改正の件 

 

泉大津市手数料条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 

令和３年９月８日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 

 

 

理 由 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成

２５年法律第２７号）が改正され、地方公共団体情報システム機構において個人番

号カードの再発行に係る手数料を徴収することとなったことに伴い、同カードの再

交付に係る手数料の規定を削除する必要がある。 

これが、この条例案を提出する理由である。 
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泉大津市条例第   号 

 

泉大津市手数料条例の一部を改正する条例（案） 

 

泉大津市手数料条例（平成１２年泉大津市条例第４号）の一部を次のように改正

する。 

 別表中２０の項を削り、２１の項を２０の項とし、２２の項から７６の項までを

１項ずつ繰り上げ、同表備考中「７５の項」を「７４の項」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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（ 参  考 ）  

 

泉 大 津 市 手 数 料 条 例 新 旧 対 照 表 

 

改  正  案 現     行 

別表（第２条関係） 

手数料を徴収する事項 手数料の金額 

1～19 （略） （略） 

 

 

20～73 （略） 

 

 

（略） 

74 （略） （略） 

75 （略） （略） 

 

備考 ７４の項の許可については、広

告物及び当該広告物の掲出物件の設

置の申請が同時にあった場合は、こ

れらを１件とみなし、当該広告物の

掲出物件についての手数料を徴収す

る。 

別表（第２条関係） 

手数料を徴収する事項 手数料の金額 

1～19 （略） （略） 

20 個人番号カードの

再交付 

1件につき 800円 

21～74 （略） （略） 

75 （略） （略） 

76 （略） （略） 

 

備考 ７５の項の許可については、広

告物及び当該広告物の掲出物件の設

置の申請が同時にあった場合は、こ

れらを１件とみなし、当該広告物の

掲出物件についての手数料を徴収す

る。 
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議案第４５号 

 

泉大津市学校給食費条例の一部改正の件 

 

泉大津市学校給食費条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。 

 

令和３年９月８日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 

 

 

理 由 

小学校において実施している学校給食に係る学校給食費を市の予算に計上して管

理を行い、その会計の公正性及び透明性を確保するとともに、「学校給食費等の徴収

に関する公会計化等の推進について（通知）（令和元年７月３１日付け元文科初第５

６１号）」を踏まえ、教員の業務負担軽減を図るため、学校給食費の徴収に関して所

要の改正を行うものである。 

これが、この条例案を提出する理由である。 
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泉大津市条例第   号 

 

泉大津市学校給食費条例の一部を改正する条例（案） 

 

泉大津市学校給食費条例（平成３０年泉大津市条例第３２号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第１条中「中学校」を「小学校及び中学校」に改める。 

第２条第５号中「生徒」を「児童又は生徒」に改め、同号を同条第６号とし、同

条中第４号を第５号とし、第３号を第４号とし、同条第２号中「中学校」を「小学

校及び中学校」に改め、同号を同条第３号とし、同条第１号中「（昭和４０年泉大津

市条例第４号）」を削り、同号を同条第２号とし、同条に第１号として次の１号を加

える。 

⑴ 小学校 泉大津市立学校園条例（昭和４０年泉大津市条例第４号）第３条に

掲げる小学校をいう。 

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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（参 考） 

 

泉大津市学校給食費条例新旧対照表 

 

改  正  案 現     行 

（趣旨） 

第１条 この条例は、学校給食法（昭

和２９年法律第１６０号。次条にお

いて「法」という。）の規定に基づき

市が小学校及び中学校で実施する学

校給食に係る学校給食費の徴収につ

いて必要な事項を定めるものとす

る。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号

に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

 ⑴ 小学校 泉大津市立学校園条例

（昭和４０年泉大津市条例第４

号）第３条に掲げる小学校をい

う。 

⑵ 中学校 泉大津市立学校園条例

第４条に掲げる中学校をいう。 

 

 

⑶ 学校給食 法第３条第１項に規

定する学校給食のうち、小学校及

び中学校において実施する給食を

いう。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、学校給食法（昭

和２９年法律第１６０号。次条にお

いて「法」という。）の規定に基づき

市が中学校で実施する学校給食に係

る学校給食費の徴収について必要な

事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号

に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

 

 

 

 

⑴ 中学校 泉大津市立学校園条例

（昭和４０年泉大津市条例第４

号）第４条に掲げる中学校をい

う。 

⑵ 学校給食 法第３条第１項に規

定する学校給食のうち、中学校に

おいて実施する給食をいう。 
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改  正  案 現     行 

⑷ 学校給食費 法第１１条第２項

に規定する学校給食費をいう。 

⑸ 保護者等 学校教育法（昭和２

２年法律第２６号）第１６条に規

定する保護者及びこれに準ずる者

として規則で定める者をいう。 

⑹ 学校給食費負担者 学校給食を

受ける児童又は生徒の保護者等及

び教職員その他学校給食を受ける

者をいう。 

⑶ 学校給食費 法第１１条第２項

に規定する学校給食費をいう。 

⑷ 保護者等 学校教育法（昭和２

２年法律第２６号）第１６条に規

定する保護者及びこれに準ずる者

として規則で定める者をいう。 

⑸ 学校給食費負担者 学校給食を

受ける生徒の保護者等及び教職員

その他学校給食を受ける者をい

う。 
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議案第４６号 

 

（仮称）小松公園整備外工事請負契約締結の件 

 

（仮称）小松公園整備外工事請負契約を次のとおり締結したいので、議会の議決

に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年泉大津市条例第

６号）第２条の規定により、市議会の議決を求める。 

 

令和３年９月８日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 

 

 

記 

 

１ 契 約 金 額  １，０７４，４３１，６００円 

２ 契約の相手方  所 在 大阪市西区阿波座一丁目９番９号 

名 称 ＴＳＵＣＨＩＹＡ株式会社関西支社 

取締役常務執行役員支社長  増 田  亮 一 
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（参 考） 

工事概要 （仮称）小松公園整備外工事一式 

       （仮称）小松公園整備  2.0 ha 

       民間活用用地整備       1.5 ha 

       小松町４号線道路改良   257 m 

       菅原小松町線道路改良   182 m 

 

工 事 請 負 仮 契 約 書 （ 概 要 ） 
 

１ 工 事 名   （仮称）小松公園整備外工事 

２ 工 事 場 所   泉大津市小松町外地内 

３ 工   期   市議会で議決された日から令和５年３月１５日まで 

４ 請負代金額   ￥１，０７４，４３１，６００－ 

            うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 

            ￥９７，６７５，６００－   

５ 契約保証金   泉大津市財務規則（昭和４４年泉大津市規則第７号）第１

１４条（請負代金の１００分の１０に相当する額以上）又

は第１１６条の規定による。 

 

上記の工事について、発注者泉大津市と請負者ＴＳＵＣＨＩＹＡ株式会社関西

支社は、工事請負仮契約を締結するものとする。 

 なお、この契約について、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分

に関する条例（昭和３９年泉大津市条例第６号）第２条の規定により市議会の議

決を得たときは、これを本契約とみなし、各々対等な立場における合意に基づい

て、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

 

   令和３年８月５日 

 

         発注者 泉大津市 

              代表者 泉大津市長 南 出 賢 一    印 

    

         請負者 大阪市西区阿波座一丁目９番９号 

             ＴＳＵＣＨＩＹＡ株式会社関西支社 

              取締役常務執行役員支社長 増 田 亮 一 ㊞ 
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 平面図 
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令 和 ３ 年 度 泉 大 津 市 一 般 会 計 補 正 予 算

（補正第７号）
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議案第４７号 

 

令和３年度泉大津市一般会計補正予算 

 

令和３年度泉大津市一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３９４，１７８千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３３，１１１，６２０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 

  令和３年９月８日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 
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第 ２ 表　債 務 負 担 行 為 補 正　　　

追加

期　　　　　　間

令和４年度

事　　　　　　項

例 規 整 備 支 援 業 務 委 託 料 千円1,210

限　度　額
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令和３年度泉大津市一般会計補正予算に関する説明書

（補正第７号）
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補正額

補正前
の　額

3,212,330

計 3,212,330

例規整備支援
業 務 委 託 料

補正前

補正後 1,210 1,210 1,210

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末

までの支出額及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

（単位：千円）

事　　項 限　度　額

前年度末までの支出額 当該年度以降の支出予定額
左　　の　　財　　源　　内　　訳

特　　定　　財　　源

一般財源
期　　間 金　　額 期　　間 金　　額

国　 府
支出金

地方債 その他

令和４年度

11,412,373 5,709,116 597,569 843,300 21,048 4,247,199

1,210

11,411,163 5,707,906 597,569 843,300 21,048 4,245,989合　　　計

1,210 1,210
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令和３年度泉大津市介護保険事業特別会計補正予算

（補正第２号）
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議案第４８号 

 

令和３年度泉大津市介護保険事業特別会計補正予算 

 

 令和３年度泉大津市介護保険事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めると

ころによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ６４，７１３千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ５，８８９，３３８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

  令和３年９月８日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 
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 令和３年度泉大津市介護保険事業特別会計補正予算
 に関する説明書

（補正第２号）
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※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※ ※
※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※

令和３年度泉大津市病院事業会計補正予算

（補正第１号）
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議案第４９号 

 

令和３年度泉大津市病院事業会計補正予算 

  

第１条 令和３年度泉大津市病院事業会計補正予算（第１号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

第２条 令和３年度泉大津市病院事業会計予算（以下「予算」という。）第２条中

「７６，８９５千円」を「１１５，０８８千円」に改める。 

第３条 予算第４条に定めた資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

    （科   目）  （既決予定額） （補正予定額） （  計  ） 

                     収                    入 

  第１款 資本的収入  1,140,212千円    38,193千円  1,178,405千円 

   第３項 補助金         20千円   38,193千円    38,213千円 

                     支                    出 

  第１款 資本的支出   626,104千円    38,193千円   664,297千円 

   第１項 建設改良費   127,057千円   38,193千円   165,250千円 

 

令和３年９月８日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 
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令和３年度泉大津市病院

1 建 設 改 良 費

2 固 定 資 産 購 入 費

1 資 本 的 支 出

支 出

款 項 目

3 補 助 金

1 補 助 金

1 資 本 的 収 入

資 本 的 収 入

収 入

款 項 目
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事業会計補正予算実施計画

127,057 38,193 165,250

121,857 38,193 160,050

補 正 予 定 額 計

千円 千円 千円

626,104 38,193 664,297

支 出

既 決 予 定 額

20 38,193 38,213

20 38,193 38,213

補 正 予 定 額 計

千円 千円 千円

1,140,212 38,193 1,178,405

及 び 支 出

収 入

既 決 予 定 額
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（単位：千円）

（１） 業務活動によるキャッシュ・フロー

△ 861,581

302,490

2,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,175

退職給付引当金の増減額（△は減少） 14,289

賞与引当金の増減額（△は減少） 16,773

△ 35,019

68,137

未収金の増減額（△は増加） 978

未払金の増減額（△は減少） 0

たな卸資産の増減額（△は増加） 0

その他流動資産の増減額（△は増加） 0

その他流動負債の増減額（△は減少） 0

799

△ 486,959

△ 68,137

業務活動によるキャッシュ・フロー合計 △ 555,096

（２） 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 101,648

補助金による収入 38,193

看護師養成費貸付による支出 △ 1,244

投資活動によるキャッシュ・フロー合計 △ 64,699

（３） 財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入 1,000,000

一時借入れの返済による支出 △ 1,000,000

企業債による収入 800,000

企業債の償還による支出 △ 447,803

他会計長期借入金の返還による支出 △ 50,000

他会計からの出資による収入 340,162

リース債務の返済による支出 △ 44,962

財務活動によるキャッシュ・フロー合計 597,397

△ 22,398

238,635

216,237

利 息 の 支 払 額

令和３年度　　泉大津市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書

当 年 度 純 利 益

減 価 償 却 費

固 定 資 産 除 却 費

長期前受金戻入額

支 払 利 息

その他（△は増加）

小 計

(令和３年４月１日から令和４年３月３１日）

資金増加（減少）額

資 金 期 首 残 高

資 金 期 末 残 高
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※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※
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※ ※
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※ ※
※ ※
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※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※

令和３年度泉大津市病院事業会計補正予算に関する説明書

（補正第１号）
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1 補 助 金 20 38,193 38,213

3 補 助 金 20 38,193 38,213

千円 千円 千円

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

1 資 本 的 収 入 1,140,212 38,193 1,178,405

1 資 本 的 支 出 626,104 38,193 664,297

千円 千円 千円

1 建 設 改 良 費 127,057 38,193 165,250

2 固 定 資 産 購 入 費 121,857 38,193 160,050

資本的収入

支

収
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府 補 助 金 38,193
大阪府新型コロナウイルス感染症
重点医療機関等設備整備事業補
助金

38,1932

備　　　考

千円千円

千円千円

新型コロナウイルス感染予防対応
器械備品購入費

38,193

及び支出

1 器 械 備 品 購 入 費 38,193

出

各　　　　目　　　　明　　　　細

節 金　額 備　　　考

入

各　　　　目　　　　明　　　　細

節 金　額
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議案第５０号 

 

令和２年度泉大津市水道事業会計剰余金処分の件 

 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定により、令

和２年度泉大津市水道事業会計に係る利益剰余金を、別紙（案）のとおり建設改良

積立金に積み立てる処分の議決を求める。 

 

令和３年９月８日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 
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「別 紙」 

 

令和２年度泉大津市水道事業剰余金処分計算書（案） 

 

（単位：円） 

 資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金 

 

当年度末残高 

 

5,149,702,019 

 

318,067,035 

 

542,428,531 

 

議会の議決による処分額 

       

0 

 

0 

 

△271,214,265 

 

 

建設改良積立金への

積立 

       

0 

 

0 

 

△271,214,265 

 

条例による処分額 

 

0 

 

0 

 

0 

 

処分後残高 

 

5,149,702,019 

 

318,067,035 

（繰越利益剰余金） 

271,214,266 
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認定第１号 

 

令和２年度泉大津市一般会計及び特別会計決算認定

の件 

 

令和２年度泉大津市一般会計及び特別会計決算（別冊）を地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、市議会の認定に付する。 

 

令和３年９月８日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 
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認定第２号 

 

令和２年度泉大津市水道事業会計決算認定の件 

 

令和２年度泉大津市水道事業会計決算（別冊）を地方公営企業法（昭和２７年法

律第２９２号）第３０条第４項の規定により、市議会の認定に付する。 

 

令和３年９月８日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 
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認定第３号 

 

令和２年度泉大津市下水道事業会計決算認定の件 

 

令和２年度泉大津市下水道事業会計決算（別冊）を地方公営企業法（昭和２７年

法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、市議会の認定に付する。 

 

令和３年９月８日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 
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認定第４号 

 

令和２年度泉大津市病院事業会計決算認定の件 

 

令和２年度泉大津市病院事業会計決算（別冊）を地方公営企業法（昭和２７年法

律第２９２号）第３０条第４項の規定により、市議会の認定に付する。 

 

令和３年９月８日提出 

泉大津市長  南 出 賢 一 
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